
第3部 航空交通の安全についての施策
１　航空安全プログラムの更なる推進
　我が国民間航空の安全性を向上するため，国が安全指標及び安全目標を設定してリスクを管理するととも
に，義務報告制度・自発報告制度等による安全情報の収集・分析・共有等を行うことで，航空安全対策を更
に推進する。

①　業務提供者におけるSMS（安全管理システム）の強化
②　安全基準の策定・見直し等
③　業務提供者に対する監査等の強化
④　安全情報の収集・分析等
⑤　安全文化の醸成及び安全監督の強化

２　航空機の安全な運航の確保
　航空会社に対し，専門的・体系的な安全監査を引き続き実施するほか，年末年始の輸送等安全総点検など
も活用し安全対策を推進する。また，事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し，国がその実
施状況を確認する運輸安全マネジメント制度については，従来全ての事業者を評価対象として制度の浸透を
図ってきており，今後とも更なる実効性向上を目指し，充実強化を図る。
　安全を確保しつつ航空ネットワークの充実等を図るためには，操縦士の安定的な供給を確保することが必
要であり，このため，（独）航空大学校の養成規模の拡大（平成30年度から）をはじめ，操縦士の養成・確
保に向けた各種取組の促進や航空会社の健康管理体制の強化等を行う。
　外国航空機の安全性を確保するため，ランプ・インスペクションの充実・強化を図るとともに，外国当局
との一層の連携に努める。
　小型航空機の安全対策として，平成26年４月より義務付けた操縦士に対する定期的な審査を進めるととも
に，各種の安全講習会等の実施により，事故防止のための取組を行う。また，年１回の耐空証明検査時等に
おいて，機体の整備状況を確認するとともに，確実な整備の実施を指導する。加えて，平成27年来，小型航
空機等による事故が目立って発生していることから，小型航空機等の安全性向上のための総合的な取組とし
て，安全講習会における基本手順を遵守することの重要性の徹底，技能審査の際の運航の安全確保について
の指導，整備に関する講習会の新たな開催など，幅広い対策を推進する。さらには，平成28年12月から開催
している「小型航空機等に係る安全推進委員会」における議論を踏まえ，小型航空機等のさらなる安全対策
についての検討を継続的に進めていく。
　悪天による航空交通への影響を軽減し，航空機の運航・航空交通流管理を支援する航空気象情報について，
更なる精度向上と適時・適切な発表及び関係機関への迅速な提供を実施するための整備を行う。特に，航空
機の運航に必要な空港の気象状況を観測する装置の高度化を進める。また，東京国際空港において，航空機
の離着陸に多大な影響を及ぼす低層ウィンドシアー（大気下層の風の急激な変化）を検知する空港気象ドッ
プラーライダーの更新整備を行う。加えて，航空機の火山灰被害を防止・軽減するために，静止気象衛星「ひ
まわり８号・９号」を用いた新たな火山灰検出手法を導入し，火山灰監視の精度向上を目指す。

①　業務提供者におけるSMS（安全管理システム）の強化
②　安全基準の策定・見直し等
③　業務提供者に対する監査等の強化
④　安全情報の収集・分析等
⑤　安全文化の醸成及び安全監督の強化
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①　安全な運航の確保等に係る運航基準等の整備　
②　運輸安全マネジメント評価の実施
③　乗員政策の推進
④　外国航空機の安全性の確保
⑤　小型航空機等に係る安全対策の推進
⑥　危険物輸送安全対策の推進
⑦　航空交通に関する気象情報等の充実

３　航空機の安全性の確保
　航空機及び装備品の安全性に関する技術基準等を整備するとともに，航空機の検査及び整備審査を的確に
実施することにより，航空機の安全性を確保する。
　さらには，国産ジェット旅客機について，その安全性を確保するため，設計・製造国政府として，型式証
明の審査等を着実に実施するとともに，運航開始後も安全性が維持・継続されるよう，的確に対応する。

①　航空機，装備品等の安全性を確保するための技術基準等の整備
②　航空機の検査の的確な実施
③　航空機の運航・整備体制に係る的確な審査の実施

①　安全な運航の確保等に係る運航基準等の整備
②　運輸安全マネジメント評価の実施
③　乗員政策の推進
④　外国航空機の安全性の確保
⑤　小型航空機等に係る安全対策の推進
⑥　危険物輸送安全対策の推進
⑦　航空交通に関する気象情報等の充実

①　航空機，装備品等の安全性を確保するための技術基準等の整備
②　航空機の検査の的確な実施
③　航空機の運航・整備体制に係る的確な審査の実施
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第３部　航空交通の安全についての施策


